
近畿の最新月の状況 （令和７年１月）

■有効求人倍率（季節調整値） １．１６倍 （前月より０．０１Ｐ上昇）

（滋賀１．０１倍 京都１．２５倍 大阪１．２３倍 兵庫１．００倍 奈良１．２０倍 和歌山１．１３倍）

■新規求人倍率（季節調整値） ２．２６倍 （対前月差 ０．０１Ｐ低下）

■有効求人数（季節調整値） ３９３，５０７人 （ 対前月比 ０．６％増加）

■有効求職者数（季節調整値） ３４０，００５人 （対前月比 ０．１％増加）

■新規求人数（季節調整値） １３７，０８８人 （対前月比 ０．１％増加）

■新規求職申込件数（季節調整値） ６０，５３６件 （対前月比 ０．４％増加）

■完全失業率（原数値） ２．４％ （前年同月より０．２P低下（改善））
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前年同月比でみた近畿の新規求人数（原数値）は、コロナの緩和、輸出の回復および企業の設備投資の持ち直しなど
を背景に、製造業を中心とした業種で回復がみられ、令和３年４月から令和５年２月まで23か月連続で増加していた。し
かし、物価高による企業収益の圧迫および中国経済の減速等の影響により求人を出し控える動きが見られ、令和５年９
月から令和６年１２月まで前年同月比で16か月連続の減少となった。

2

３ 近畿 新規求人数の推移（原数値・一般計）

２ 完全失業率の推移（全国・近畿 月別）

令和７年１月の全国の完全失業率（季節調整値）は2.5%で
前月と同率、近畿（原数値）は2.4%で、前年同月より0.2ポ
イント低下（改善）となった。

（%）
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４ 近畿 雇用形態別 新規求職申込件数の推移（原数値） （一般計）

５ 近畿 職業別有効求人倍率等の状況 （常用計）

職業別有効求人倍率について、職業計では、令和６年４月～令和７年１月期は前年同期より0.04ポイント低下して

いる。職業別でみると、「事務」「販売」を除く全ての職業で低下した。

なお、「保安」「建設・採掘」「介護関連」など、人材不足分野については、依然、高い有効求人倍率となっている。

コロナの影響による緊急事態宣言が断続的に行われ、新規求職申込件数は、月々で大きな変動がみられた

が、 令和４年７月以降、前年同月比で減少傾向にある。理由として、コロナ禍で仕事量の減少や収入減といった

不安から転職・ダブルワークを希望していた求職者が、経済活動の再開やコロナの５類感染症への移行などに

より、減少したことがあげられる。直近では、フルタイムが前年同月比で減少傾向が続いている一方で、パート

は同比で増加している。

職業計 管理
専門
技術

事務 販売 サービス 保安
農林
漁業

生産
工程

輸送

機械運転

建設
採掘

運搬
清掃等

ＩＴ
関連

介護
関連

令和5年4月～
令和6年1月 1.07 0.92 1.70 0.41 1.68 3.09 5.59 1.11 1.69 2.40 6.43 0.81 1.52 4.11

令和6年4月～
令和7年1月 1.03 0.83 1.67 0.41 1.72 2.98 5.42 1.03 1.57 2.22 5.66 0.75 1.38 4.07

前年同期差 ▲ 0.04 ▲ 0.09 ▲ 0.03 0.00 0.04 ▲ 0.11 ▲ 0.17 ▲ 0.08 ▲ 0.12 ▲ 0.18 ▲ 0.77 ▲ 0.06 ▲ 0.14 ▲ 0.04
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②大阪の雇用失業情勢等について

１ 新規求人の状況（主要産業別・一般計）

１． パートタイム関係取扱数含む。 ２．新規学卒者除く。 ３．原数値。 ４．下段は前年同月比。 （単位：人、％）

物価高による企業収益の圧迫や、中国経済の減速等による経営の先行き不透明感から、求人を出し控える動
きがみられたこと、また、人手不足を背景に、賃金面の改善を行う代わりに採用予定数を厳選する動きが見られ
たことにより、令和５年９月から前年同月比で１７か月連続の減少となっている。

大阪の最新月の状況 （令和７年１月）

■有効求人倍率（季節調整値） １．２３倍 （対前月差 ０．０１Ｐ上昇）

（就業地別有効求人倍率 １．０７倍）

■新規求人倍率（季節調整値） ２．６１倍 （対前月差 ０．０９Ｐ低下）

■有効求人数（季節調整値） １９７，１３２人 （ 対前月比 ０．７％増加）

■有効求職者数（季節調整値） １５９，９１３人 （ 対前月比 ０．３％減少）

■新規求人数（季節調整値） ６７，６１９人 （対前月比 ０．９％減少）

■新規求職申込件数（季節調整値） ２５，８９５件 （対前月比 ２．６％増加）

■完全失業率（令和6年10月～12月期平均・原数値） ２.８％ （前年同期より０．２P上昇（悪化））
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２ 新規求職申込件数の状況（態様別）
１．新規求職者はパートタイム関係取扱数含み新規学卒者除く。 ２．原数値。下段は前年同月比。 ３．在職者以下は、パートタイムを含み季節労働者を除く常用（雇用契約期間
の定めがないか、又は4か月以上の雇用契約期間が定められているもの）のみであるため、新規求職者数と各項目の足し上げとは合致しない。 ４．・ハローワークインターネット
サービスの機能拡充に伴い、令和３年９月以降の数値には、ハローワークに来所せず、オンライン上で「求職者マイページ」を開設した求職者数や、ハローワークインターネットサー
ビスで探した求人に直接応募する「オンライン自主応募」による就職件数等が含まれる。 (単位:人,％)

３ 新規求職者の性別、年齢別内訳（一般計）

新規求職者の性別・年齢別の増減を四半期毎にみると、男性では増加傾向である一方で、女性では減少傾向であ
る。直近では、男性、女性ともに、「54歳以下」が減少しており、「55歳以上」が増加している。

※寄与度とは、あるデータの構成要素の増減が、全体の増減を何ポイント押し上げ（押し下げ）ているかを示すもので、各内訳の寄与度の合計が全体の増減と一致する。

新規求職申込件数は、令和６年３月まで21か月連続で前年同月を下回っており、直近では増減が繰り返されてい

る。最近のハローワークの窓口の状況として、よりよい処遇や環境を求めて転職活動をする方や長引く物価高騰の
影響で生活費の補填を目的に新たに求職活動を開始される方がみられる。



※ハローワーク窓口における事業所の声等
＜製造業の業種＞

・原材料の値上げとともに商品の値上げもおこなっており、現在の業績としては良い方向にある。また、東南アジアを中心

に植物性油脂関連商品の売上げが伸びていることも業績を後押ししている。（食料品製造業、５００人以上）

・円安や中国とアメリカの関係が懸案事項。アメリカが対中国路線を強力にすると余波がある。また原料を東南アジアから船

便で輸入しているため、中国と台湾の関係が悪化すると調達が大変になる。（化学工業、９９人以下）

・大得意先が在庫整理のため生産調整をしていると聞いている。コロナ禍が明けてから化粧品の売れ行きが悪い。（プラス

チック製品製造業、１００以上４９９人以下）

＜製造業以外の業種＞

・直近で万博、数年後にはIRと大阪では商機に関わる事が増えてきている。特にミナミエリアは影響を受けるため、流れにの

る必要がある。（飲食サービス業、９９人以下）

・中国情勢の悪化により、コンテナ需要がやや低下傾向にある。そのため社長が自ら東南アジアへ出張し、シェア拡大交渉を

図っている。（運輸に附帯するサービス業、１００人以上４９９人以下）

・世界的な半導体需要に持ち直しの兆しが見られ、良好な市場環境のもと設備投資は底堅く推移している。また、脱炭素やＤ

Ｘ、人手不足対応などに向けた省力化投資ニーズは旺盛な状況が続いている。（機械器具卸売業、５００人以上）

※第３回ハローワーク雇用等短期観測結果 (実施時期：令和6年11月1日～12月6日 回答企業312社）

大阪労働局では平成25年度から四半期ごとにハローワークにおいて管内企業に対して「景況感」「従業員の過不足
感」等についてヒアリングを実施しており、令和6年11-12月に令和6年度第3回目を実施。
※景況感ＤＩ値－「良い」「やや良い」と回答した企業割合から「悪い」「やや悪い」と回答した企業割合を差し引くことによって算出した指数。

令和６年１１～１２月の景況感ＤＩは，全体では前回（令和６年９月）より4.35ポイント上昇し4.30となった。
また、３か月後の見通しＤＩは2.05ポイント低下し2.25となった。業種別では製造業が7.40ポイント上昇し3.85、
非製造業が0.70ポイント上昇し4.90となり、製造業の方が上昇幅が大きかった。

正社員の過不足感について、「不足」「やや不足」と回答した企業は、前回（令和６年９月）から1.6ポイント上昇し、
72.1%（前回70.5%）となった。一方、パート・契約社員等については、39.9%（前回38.5%）と4期ぶりに上昇した。
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